
実施期間　：　平成29年11月20日～平成29年12月３日

対 象 者 　：　法人会アンケートシステムに登録している企業等、約5,000社

回 答 数 　：　875件

～ 1000万円 431 49.3% ～ 29人 575 65.7%

1000万円　　～ 1億円 410 46.9% 30 ～ 99人 193 22.1%

1億円　　　　～ 34 3.9% 100人 ～ 499人 93 10.6%

875 100.0% 500人 ～ 999人 8 0.9%

1000人 ～ 4999人 4 0.5%

5000人 ～ 9999人 2 0.2%

875 100.0%

812 92.8%

63 7.2%

293 33.5%

317 36.2%

265 30.3%

180 61.4%

146 49.8%

9 3.1%

7 2.4%

総　　計

法人番号に関するアンケートの結果について

アンケート実施内容

○　回答者属性

資　本　金 従　業　員　数

あり

総　　計

１　法人番号（国税庁法人番号公表サイトを含む）の認知及び利用状況について

(1)　自社の法人番号認知度

自社の法人番号 回答

知っている

知らない

(2)　国税庁法人番号公表サイト（以下「公表サイト」という。）について

利用有無 回答

なし
（存在は知っている）

なし

有効回答数293、複数選択可

「利用したことがある」と回答した方の主な利用用途 回答

行政や取引先等の手続に利用するために自社の法人番号を検索

取引先等の正式な法人名等を確認

ダウンロード機能やＷｅｂ－ＡＰＩ機能を用いた自社内の業務管理等

ダウンロード機能やＷｅｂ－ＡＰＩ機能を用いた法人番号公表サイトの
データベースを用いたビジネスを展開



・

・

・

・

・

306 35.0% 229 26.2%

569 65.0% 646 73.8%

・

・

・

・

・

・

209 23.9% 27 3.1%

160 18.3% 10 1.1%

140 16.0% 364 41.6%

366 41.8% 474 54.2%

運用変更やシステム改修費がネックであり、補助金が出れば利用する。

自由記載　主な回答を抜粋

「利用したことがない」と回答した場合の、公表サイト及び法人番号の利用に当たってネックとなること、また、利用の動
機付けとなること

「行政手続（税・社会保障以外）で利用したことがある」と回答した方の主な利用例

利用機会がなく、利用する必要性が生じていない。

具体的な利用方法が不明である。

法人番号公表サイトの検索の際、業種を絞ることができれば利用する。

法人番号の利用によって、各申請や手続の簡素化がされるのであれば利用を検討する。

(3)　公表サイト以外での法人番号の利用

行政手続（税・社会保
障以外）で利用

回答 民間取引で利用 回答

あり あり

なし なし

自由記載　主な回答を抜粋

システム利用の有無 回答 コード利用の有無 回答

厚生労働省の調査資料に記載した

県に提出する経営事項審査時の経営規模等評価申請書に記載した

経済産業省に提出する太陽光発電事業計画認定申請書に記載した

自由記載　主な回答を抜粋

「民間取引で利用したことがある」と回答した方の主な利用例

新たに取引を開始する際に法人番号を求められた

金融機関から会社情報を補完するため、法人番号を求められた

証券会社において口座を開く際に法人番号を求められた

２　取引先管理におけるコード利用の実態

(1)　取引先の管理方法について

一般パッケージソフト 法人番号

自社システム 法人番号 + 他コード※1

表計算ソフト 他コード ※2

システム利用なし コード利用なし

※1　他コードについては、事業所・営業所コードや部課コード
※2　自社作成のコード　329社　自社以外の企業発行コード　11社　（有効回答数：340）
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11 1.3%

156 17.8%

708 80.9%

8 72.7%

2 18.2%

1 9.1%

1 9.1%

1 9.1%

法人番号に「枝番」を付与するなどし、各会社の全事業所にも番号を交付すると、取引先管理をするコードとして便
利。

自由記載　代表的な回答を抜粋

取引先管理などにおいて、法人番号の利用が普及するための必要な施策案について

有効回答数11、複数選択可

銀行口座の振替え等で利用できれば便利。

法人番号を取引の管理システムに利用できる、という根本的な認識が普及していないので、広報活動を行うべきで
ある。

法人番号が国が発行した信憑性のあるコードであることの広報活動を行うべきである。

納品書、請求書などへの自社の法人番号の記載や自社ホームページなどにおける記載があれば利用する。

３　法人インフォメーションの認知及び利用状況について

(1)　法人インフォメーションについて

利用有無 回答

あり

なし
（存在は知っている）

なし

Ｗｅｂ－ＡＰＩ機能によりデータを取り込むために利用

自由記載　代表的な回答を抜粋

法人インフォメーションへの要望

代表者の氏名があるとよい

「利用したことがある」と回答した方の主な利用用途 回答

取引先の活動状況を確認

営業先の開拓のために利用

競合他社を分析

自社の経営方針検討


